学習指導要領にみる特別活動の位置づけと学校教育の課題 by 鬼頭, 明成
はじめに
2006年９月21日､ 東京地方裁判所 (難波孝一裁判長) は卒業式・入学式における国旗掲揚・国歌斉唱
を強制する東京都教育委員会 (以下､ 都教委と略称) の ｢10.21通達｣､ およびこれを受けた学校長の職
務命令が､ 憲法第10条で保障する思想・良心の自由に違反し､ 教育基本法第16条が禁止する不当な支配
に当たり､ 違法であるとの判決を下した｡ 都教委は学習指導要領特別活動編に記された ｢入学式や卒業
式においては､ その意義をふまえ､ 国旗を掲揚するとともに､ 国歌を斉唱するよう指導するものとする｣
との一項に基づいて､ 学校長に職務命令を出させ､ 従わなかった教員の処分を繰り返していた｡ このよ
うな処分を出さないようにするための訴訟 (予防訴訟) に対する判決であった｡
都教委においては､ 学習指導要領が法的拘束力を持つものとして､ 細部にわたる遵守を求めているの
である｡ 一方､ 後述のごとく特別活動における部活動は学習指導要領にきちんと位置づけられていない
にもかかわらず､ 生徒の学校生活に大きな比重を占め､ 教育活動の一環として盛んに行われている｡ 片
や､ 学習指導要領が ｢錦の御旗｣ として教員生命を絶つほどの拘束力を持ち､ 片や学習指導要領は何の
機能も果たし得ないままに教師任せの部活動が行われている (次章 エ､ ｢クラブ活動の廃止｣ の項参
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学習指導要領にみる特別活動の
位置づけと学校教育の課題
鬼 頭 明 成＊１
立正大学心理学研究所紀要 第５号 (2007)
＊１ 立正大学心理学部
要 旨： 本来､ 自主的・自発的活動をうながすことを目標にして出発した特別教育活動
はどのようにして今日にいたっているであろうか？ 生徒にとって学校生活に大
きな比重を占める部活動の文言が学習指導要領上から消え失せ､ 卒業式は生徒・
教師の意図とは無関係に国歌斉唱が義務づけられ､ 座席の位置や向きまで教育委
員会の指示通りに行うことを強制されている｡
戦前において､ 儀式や修学旅行・運動会・学芸会が果たした役割を顧みながら､
こんにち特別活動に期待されていることが何であるかを考察したとき､ 教育の論
理より､ 行政の論理であり､ 政治の論理・経済の論理が優先されているのではな
いかとも考えられる｡ 学力問題や学級崩壊､ いじめ問題など子どもたちの心のゆ
がみが問題になっているなかで､ 真の教育・特別活動のあり方について再考を促
したい｡
キーワード：学習指導要領､ 特別教育活動､ 自主性・自発性､ 国旗・国歌問題､ 教育改革
照)｡ 学習指導要領は､ 特別活動にあってはきわめて行政の恣意的な運用がなされているといえよう｡
それはまた､ 特別活動の教育的意味がどのように考えられているかの問題でもある｡
今日､ 国旗・国歌問題にせよ､ 必履修科目の未履修問題にせよ特別活動や教科の教育的意義を考える
ことなく､ 現象面のみを追うマスコミによって社会問題化しているように思われる｡ 本稿では､ 特別活
動が生徒の学校生活にどのような意味をもつのか､ また学習指導要領にどのように位置づけられている
のかを歴史的に考察し､ 広く今日における学校教育の問題を追及して特別活動のあり方を考察しようと
するものである｡
１､ 現行学習指導要領の特徴
国際化､ 情報化､ 科学技術の発展､ 環境問題への関心の高まり､ 高齢化・少子化などの時代の変化を
背景に､ 1999 (平成11) 年 (高校は2000年) に告示された学習指導要領は､ 大幅な改訂が行われた｡ 特
別活動に関して ｢中学校学習指導要領解説 特別活動編｣ (高等学校は学級活動をホームルーム活動と
言い換えただけで､ あとはまったく同文) は改訂の要点を次のように記している｡
ア. 学級活動の改善
学級活動については､ 生徒が学級や学校の生活に適応し､ 自己や集団の生活の充実向上に主体的に
取り組み､ 自己実現を豊かに進めていく観点を重視し､ ｢学級や学校の生活への適応｣ という文言を
加えた｡ (中略) また､ 各活動内容ごとの例示については､ 社会性の育成や人間としての行き方にか
かわる指導などを重視する観点から､ 社会の一員としての自覚と責任､ ボランティア活動の意義の理
解､ 学ぶことの意義の理解､ 心身の健康や望ましい食習慣の形成などにかかわる例示を新たに加える
とともに､ 従前の例示を融合するなど改善した｡
イ､ 生徒会活動の改善
生徒会活動については､ ボランティア活動など地域などにおける社会貢献や社会参加の活動をいっ
そう重視する観点から､ 活動内容として新たに ｢ボランティア活動など｣ を加えた｡ 生徒会としての
ボランティア活動はもとより､ 地域の人々との交流や学校間の交流などを進め､ 自主的､ 実践的な態
度や社会性の育成を図ることを重視した｡
ウ､ 学校行事の改善
学校行事については､ ５種類の行事１)についてはこれまでと同様であるが､ 特に､ 勤労生産・奉仕
的行事において､ ボランティア活動など社会奉仕の精神を養う体験などの充実を明示した｡ ボランティ
ア活動については､ 学級活動や生徒会活動においても新たに示されており､ 相互の関連を図りながら､
内容の充実を図る必要がある｡ (後略)
エ､ クラブ活動の廃止
クラブ活動の廃止については､ 改訂の趣旨のところで述べたところである２)｡
なお､ 放課後等における部活動は学校において計画する教育活動であるが､ 教育課程の基準として
の学習指導要領には示されていない｡ しかし､ これを実施する際には､ 学校の管理下で計画し実施す
る教育活動として適切な取り扱いが必要である｡
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以上にみられるごとく､ 改善項目ア～ウすべての内容にボランティア活動が盛り込まれている｡ 今回
改訂の際立った特徴といえよう｡ これは､ 今日の情勢が ｢受験競争の過熱化､ いじめや不登校の問題､
学校外での社会体験の不足など､ 豊かな人間関係をはぐくむべき時期の教育に様々な課題が生じている｡
これらの課題に対応していくことが､ これからの教育に求められている｡｣ として､ 改訂の趣旨に ｢特
別活動が､ 望ましい集団生活を通して個性の尊重と豊かな人間性の育成を目指すというこれまでのねら
いを継承しながらも､ 学級や学校生活への適応や好ましい人間関係の形成という学校生活の充実に欠か
せない教育活動であることを踏まえて､ 集団や社会の一員としての自覚と責任感を深め､ 社会性の育成
の一層の充実を図ることが重要であることを示すものである｣３)と記されていることの反映であろうと
考えられる｡ しかし､ それが何故特別活動全体にわたってボランティア活動でなければならないかは明
確にされていない｡
また､ ｢好ましい人間関係の醸成､ 基本的なモラルや社会生活上のルールの習得､ 協力してより良い
生活を築こうとする自主的､ 実践的態度の育成､ ガイダンス機能の充実などを重視する観点に立って､
内容の改善を図る｣４)と述べているように､ 学級・学校が集団生活のあり方を学ぶ場であり､ とりわけ
特別活動がその役割を担っているような位置づけがされていると考えられる｡
２､ 卒業式・入学式における国旗・国歌と特別活動の意義
学習指導要領の改訂とともに近年大きな問題になっているのが卒業式・入学式における国旗・国歌の
強制と､ これに従わぬ教員に対する懲戒処分である｡
国旗掲揚・国歌斉唱は指導要領の内容には何も記されていない｡ 卒業式・入学式は､ 内容として特別
活動の中の学校行事のひとつ ｢儀式的行事｣ にあたるものであるが､ ｢指導計画の作成と内容の取り扱
い｣ における ｢学校行事については｣ に続く文章では ｢学校や地域及び生徒の実態に応じて､ 各種類ご
とに､ 行事及びその内容を重点化するとともに､ 行事間の関連や統合を図るなど精選して実施すること｡
また､ 実施に当たっては､ 幼児､ 高齢者､ 障害のある人々との触れ合い､ 自然体験や社会体験などを充
実するよう工夫すること｣ と記すのみで､ 儀式的行事の内容については触れられず､ 別項で ｢入学式や
卒業式においては､ その意義を踏まえ､ 国旗を掲揚するとともに､ 国歌を斉唱するよう指導するものと
する｣ と記されている５)｡
学校行事であり､ 儀式的行事でありながら､ それを超える意味づけが国旗・国歌にはなされているか
のようである｡ (この意味づけについては後述)
このように学習指導要領においても特殊な､ あるいはあいまいな位置づけがなされている国旗・国歌
の存在であり､ 国旗・国歌法制定の折､ 小渕官房長官 (当時) 談話として ｢決して強制するものではな
い｣ とのコメントが出されているにもかかわらず､ 学習指導要領記載をもって義務化され､ 違反者は懲
戒処分を受けているのである｡
特別活動とは何か､ 学校行事とは何かを考察するにあたり､ まず卒業式・入学式における国旗・国歌
強制の実態を取りあげてみたい｡
東京都における弾圧の嵐は2003年10月23日付教育長通達が出されたときから始まった｡ ｢入学式・卒
業式などにおける国旗掲揚および国歌斉唱の実施について｣ と題する学校長宛通達は ｢平成12年度から､
すべての都立高等学校及び都立盲・ろう・養護学校で国旗掲揚および国歌斉唱が実施されているが､ そ
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の実施態様には様々な課題がある｡ このため､ 各学校は､ 国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について､ より
一層の改善・充実を図る必要がある｣ としたうえで､
１ 学習指導要領に基づき､ 入学式・卒業式などを適正に実施すること｡
２ 入学式・卒業式などの実施に当たっては､ 別紙 ｢入学式､ 卒業式における国旗掲揚及び国歌斉
唱に関する実施指針｣ のとおり行うものとすること｡
３ 国旗掲揚及び国歌斉唱の実施に当たり､ 教職員が本通達に基づく校長の職務命令に従わない場
合は､ 服務上の責任を問われることを､ 教職員に周知すること｡
と記したものであった｡
前項の ｢実施指針｣ はさらに細部にわたり､ 全12項目に及んでいる｡ そのいくつかをあげると
１ 国旗の掲揚について
 国旗は､ 式典会場の舞台壇上正面に掲揚する｡
 国旗とともに都旗をあわせて掲揚する｡ この場合､ 国旗にあっては舞台壇上正面に向かって
左､ 都旗にあっては右に掲揚する｡
 省略
２ 国歌の斉唱について
 式次第には ｢国歌斉唱｣ と記載する
 国歌斉唱に当たっては､ 式典の司会者が､ ｢国歌斉唱｣ と発声し､ 起立を促す｡
 式典会場において､ 教職員は､ 会場の指定された席で国旗に向かって起立し､ 国歌を斉唱す
る｡
 国歌斉唱は､ ピアノ伴奏により行う｡
３ 会場設営について
 卒業式を体育館で実施する場合には､ 舞台壇上に演台を置き､ 卒業証書を授与する｡
 略
 入学式､ 卒業式における式典会場は､ 児童・生徒が正面を向いて着席するように設営する｡
 入学式､ 卒業式における教職員の服装は､ 厳粛かつ清新な雰囲気の中で行われる式典にふさ
わしいものとする｡
といった具合である｡
この実施指針に基づいて学校長は職務命令書をつくり､ 全教職員に手渡す｡ 職務命令書は ｢平成15年
10月23日付15教指企第565号 『入学式､ 卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について (通達)』
及び地方公務員法第32条 (法令等及び上司の職務上の命令に従う義務) に基づき､ 下記のとおり命令し
ます｡｣ の前置きのもと､ 具体的遵守事項が記されている｡ それには前記指針のほか､ ｢卒業証書授与式
中は､ 式場内に留まり､ 生徒を指導すること｡ 学級担任として､ 卒業証書授与式に参加する学級生徒が
国歌斉唱時､ 起立・斉唱するよう事前の指導をすること｡｣ 等の項目も付け加えられる｡ 学級の生徒が
歌わなければ､ 教師の扇動あるいは指導不足とされて責任を問われるのである｡
従来小学校などでは卒業制作として､ 卒業生全員が絵を描いたり､ モザイクを貼り付けた思い出に残
る作品を舞台正面に飾って､ 雰囲気を盛り上げる工夫をしていた｡ このため国旗は三脚に立てて置かれ
ることもあったが､ これが禁止された｡ 式典会場は卒業生の晴姿が見やすいように､ 教職員は舞台に横
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向きになり卒業生に向かって座るのが普通であった｡ また卒業生と在校生が向き合って､ 答辞・送辞を
読みあうフロアでの対面式の舞台が設置される例も多かったが､ これも駄目になった｡ 特に養護学校に
あっては舞台に登るのが困難なため､ フロアで行われていたが､ 多額の費用をかけたスロープをつけて
まで壇上での授与に切り替えた｡ それでもなお障害者にあっては壇上に上がるのは大変な作業であり､
他人の手を借りずに自分の手で卒業証書を受け取りたいとの気持ちが強いという｡ ほとんどの学校が体
育館で儀式を行う状況のなかでピアノの移動には人手と調律の金銭を要する｡ それでもなおピアノの伴
奏にこだわる理由は何であろうか｡ 君が代の伴奏に良心の痛みを感じる音楽教師にとってはまさに踏み
絵である｡ 一般教職員もすべて座席が決められ､ 欠席や不起立の者は都教委職員立会いのもとで管理職
がすぐに名前を調べ､ 当人を校長室に呼んで確認を求める｡
｢職務命令｣ 違反者は､ 確認を求められた後 ｢処分説明書｣ を渡される｡ これには不起立等の事実が
記され､ ｢このことは地方公務員法第32条に違反するとともに､ 全体の奉仕者たるにふさわしくない行
為であって､ 教育公務員としての職の信用を傷つけ､ 職全体の不名誉となる (下線筆者) ものであり､
同法第33条に違反する｡｣ の ｢罪名｣ が言い渡される｡
処分内容は ｢戒告｣ ｢減給｣ ｢停職｣ などで､ 回を重ねるごとに重くなる｡ 定年退職後､ ｢嘱託員｣ と
して５年間の勤務を約束されていた者が､ 卒業式での不起立により突然不採用にされる事例もある｡ 定
年以前での処分者は嘱託員に採用されないのが通例になっている｡ 処分者には反省を促す ｢研修｣ が義
務付けられているが､ その内容は国旗・国歌の問題には一切関係なく､ 破廉恥罪などを例に引いた地方
公務員法違反の一般的説明で､ 質問にも応じない処罰的意味あいのものであるという｡
かつて､ 中・高校の卒業式では卒業式実行委員会が生徒によってつくられ､ それぞれ特徴あるイベン
ト的要素を組み込むべく工夫を凝らしていた｡ 楽しい思い出作りの卒業式は､ 生徒自身のためにあり､
特別活動の一環としての意味合いをもつものであったが､ いまや卒業式・入学式は生徒不在のものとな
り､ 都教委による国旗・国歌のための行事であるかのようである｡ それは東京都のみならず全国に広が
りつつある現象であり､ 学校教育における特別活動の位置づけが行政 (学習指導要領) によって変質さ
せられてきたひとつの表れであると言えよう｡
では､ 生徒自身にとって特別活動とは学校生活の中でどのような意味を持っていたのであろうか｡
３､ 生徒にとっての特別活動
｢私の中・高校時代は特別活動をたくさん行ってきました｡ 生徒会活動・クラブ活動などどれもたく
さんのことを学んだと思います｡ 特別活動は学校生活において欠かせないことだと思います｡ 勉強だけ
では得ることの出来ないものを得ることが出来ます｡ 例えば自主性や協調性など､ 一人で行う勉強では
得ることができないけれど､ 特別活動の場合はひとつの集団に属して､ 一つの目標に向かって全員で力
を合わせるため､ 得ることができると思います｡
特別活動を行っていく中では､ 仲間との意見の食い違いなどもあるし､ みながみな同じ意見だと思う
ことはないと思います｡ けど､ その中でどのようにしたら一番いいのか？という議論を行っていくこと
も大切だと思います｡ そういう意見のやりとりの中で他人に対して思いやりの心を持つという大切なこ
とを学べる気がします｡
特別活動の場合､ 学年の違う人たちが集まることもあります｡ 生徒会活動やクラブ活動などはそうで
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すが､ その場合上下関係といった言葉もあるように､ 目上に対して気の使い方や上に立つものは下の手
本になるということも学べます｡ 上下関係は社会に出て大切なことだと思うし､ それを生まれて初めて
経験させてくれる場所が中・高の特別活動だと思います｡｣
これは､ 立正大学における2006年度 ｢特別活動の研究｣ 受講生の体験的特別活動観である｡ (原文の
まま､ 以下同様)
特別活動の意義を体験的にきちんととらえ､ 学びとっている様子がうかがえる｡ 中・高校時代の思い
出を語るとき､ それは､ ほとんどの者にとってクラス参加の文化祭・体育祭､ あるいは合唱祭であり､
部活動の苦しみや喜びであろう｡
仮に良い思い出を持っていないにせよ､ それは決して無駄にはなっていない｡
｢部活､ 体育祭､ 生徒会……私は嫌いでした｡ なぜ？と考えてみて出てきた答えは“面倒くさい”｡
更に､ 何が？と考えてみて､ 出てきた答えは人間関係が｡ ということは､ 逆に言えば特別活動とは､
人との付き合い方､ 人間関係を学ぶものだと今思いました｡ 確かに､ 部活や生徒会に積極的に参加して
いた人たちは友人が多く､ 人との付き合い方が上手かった気がします｡ 私は人との付き合い方が下手だ
と思います｡ それは､ 今まで特別活動に積極的に参加してこなかったからかもしれません｡｣ と､ 大学
生になった時点で自分を客観的に見つめ､ 反省材料として自らの成長に役立てているのである｡
それは教師に対する思い出にも通ずる｡
｢中学校時代の部活動でお世話になった先生は､ とても厳しいことで有名でした｡ 生徒の中でとても
嫌われていたし､ 恐れた人もいたと思います｡ 私も例に漏れずその先生を恐れていた一人で､ なるべく
部活以外で顔を合わせたくないと思っていました｡ なぜ厳しいと思われていたかというと部活を休むと
とてつもなく怒られたし､ テキパキと動かないとゲキを飛ばされたし､ 他の部や他の学校の先生方に挨
拶をしないなどありえない！と何時間も怒られたから部活内では鬼顧問で有名だったし､ それが他の部
にも伝わっていたからです｡
でも引退して､ 卒業して､ やっとわかったことは､ 中学校時代の部活動で私は礼儀を学んだというこ
とです｡ 怒られるからと思って休めず､ 皆勤賞だった部活も今となっては誇りだし､ 挨拶はできて当た
り前｡ 厳しい先生は本当は自分たちのために厳しかったのだと気づき､ 今ではとても感謝しています｡
それに人に厳しい分､ 自分にはもっと厳しい人だったので､ そういったところは人間として尊敬できま
す｡｣ と､ ｢教職演習｣ 受講生のひとり (３年生) は“思い出に残る教師”を論じている｡
それは教師にとっても同じである｡ 一時間の授業に心血を注ぐのは当然であるが､ そのような教師に
とっても後々まで印象深く脳裏に残るのは､ クラスの生徒と夜遅くまで行動をともにした学校行事を通
しての思い出であり､ 私生活を犠牲にしてまで部活動の生徒と練習をともにした思い出の日々であろう｡
土曜・日曜や夏休みなど長期休業中のほとんどをつぶして部活動指導や対外試合引率にあたる顧問教師
も多くみられ､ 自分の子供より生徒と接している時間が長いのも当然の現象になっている｡ それだけに
卒業後の結びつきも強く､ １年に一度のOB会に必ず呼ばれて意気投合する光景も珍しくない｡ 山岳部
顧問として長年生徒と山中で寝食をともにした筆者もその一人であり､ 何年たってもその絆は絶えるこ
とがない｡ 担任をしたクラス生徒との卒業後の交わりもまた同様である｡
こうしてみると､ 改訂の趣旨に見られる特別活動の意義と､ 教師・生徒の側からみた特別活動の意義
には大きな隔たりが感じられる｡ 教師・生徒にとってこのような意義を持っている特別活動がなぜ前述
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のごとき内容に変化してきたのだろうか｡ ｢社会の変化｣ ｢生徒の変化｣ が学習指導要領の改訂のたびに
あげられるが､ それは具体的に何を指すのか､ 従来の内容の何が悪かったのか､ 教育基本法の改訂理由
同様､ 必ずしも明確にはされていない｡ 生徒の変化が何に起因しているかは分析されず､ 学校教育の問
題､ 教師の問題として極めて対症療法的に文言いじりがされてきたのではなかったか｡ 近年の ｢ゆとり
の教育｣ 問題がその典型である｡ 今回改訂で ｢ゆとりの教育｣ が提唱され､ 教える内容の削減を図った
にもかかわらず､ 基礎学力の低下が問題にされると早くも ｢発展学習｣ の名のもとに教科書にも学習指
導要領を越えた内容が盛り込まれ､ 休日であるはずの土曜日学習も一般化しつつある｡ 必修科目の未履
修問題もまた同様である６)｡ 後述するように､ 教育現場の実態や教育学者の分析を超えた､ より大きな
要因が働いての改訂が繰り返されてきたのではないかと思われる｡ この疑問を解明するために､ 次に学
習指導要領と社会情勢・政治情勢の相関関係を追及してみたい｡
４､ 学習指導要領にみる特別活動の歴史的位置づけ
① 特別教育活動の出発
中学校・高等学校における特別活動の歴史は1951 (昭和26) 年の新学習指導要領に記載されたところ
から始まる｡ 1951年版 ｢中学校学習指導要領｣ は特別教育活動の設けられた理由として次のように記し
ている｡
従来選択教科の時間のうちに､ 自由研究があったが､ 昭和24年中学校の教育課程が改善されたと
き､ 自由研究という名称は廃止され､ 新たに特別教育活動が設けられた｡ 特別教育活動は､ 従来教
科外活動とか､ 課外活動とかいわれた活動を含むが､ しかし､ それと同一のものと考えることはで
きない｡ ここに特別教育活動というのは､ 正課の外にあって､ 正課の次に来るもの､ あるいは､ 正
課に対する景品のようなものと考えてはならない｡ さきにも述べたように､ 教育の一般目標の完全
な実現は､ 教科の学習だけでは足りないのであってそれ以外に重要な活動がいくつもある｡ 教科の
活動ではないが､ 一般目標の到達に寄与するこれらの活動をさして特別教育活動と呼ぶのである｡
文中の ｢自由研究｣ とは1949年から実施されていたもので ｢個人の興味と能力に応じた教科の発展
としての自由な研究 クラブ組織による活動 当番の仕事や学級委員としての仕事を内容とするも
の｣ とされたが､ は教科の学習の進歩により教科の学習時間内で目的を果たしたため､ クラブ活動､
学級活動の部分が特別教育活動として継承されたのである｡ したがって､ ｢特別教育活動は､ 生徒たち
自身の手で計画され､ 組織され､ 実行され､ かつ評価されねばならない｣ ものであり､ ｢このような種
類の活動によって､ 生徒は自ら民主的生活の方法を学ぶことができ､ 公民としての資質を高めること｣
を目標とするものであった７)｡
こうした目標の背景には､ 戦後の解放された教育の中で既に自治活動を進めている学校の実態があっ
たといえよう｡ 都立小石川高校70年史は ｢生徒側は (生徒会予算の配分が＝筆者注) 重要案件であると
してホームルーム投票にもちこんで､ 圧倒的多数で可決させた｡ 職員側でもついにこれを承認せざるを
得なかった｡ 全文７章32条､ 付属細則８条からなる生徒自治会規約が成立した｡ この規約草案ができた
ときは､ 夜も明けようとする頃であった８)｣ と､ 戦後草創期における教師・生徒の情熱的な息吹を伝え
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ている｡ 1950年に制定された都立戸山高校の生徒規範は前文に ｢この規範は､ 本校生徒がより良き学園
生活をおくるために欠くことのできない義務を明示したものである｡ 本校生徒は正しい権利を主張する
ためにも､ この規範の実行に努力しなければならない｡｣ と記し､ ｢一､ 本校生徒は､ 生徒会の一員とし
て､ 生徒会の目的を達成するよう努力する｡ 二､ 本校生徒は､ 民主的平和国家を建設する義務を自覚
して､ 積極的な学園生活を送るように努力する｡ 三､ 本校生徒は､ 学園内において､ 学問の研究およ
び発表の自由が尊重されねばならない｡ 四､ この規範の正しい解釈及び運営をはかるために､ 生徒規
範運営委員会を設置する｡｣ と４項の総則を掲げる格調の高いものであった９)｡
51年版学習指導要領に ｢この生徒会は､ 生徒自治会と呼ばれることがあるが､ 生徒自治会というと
きは学校長の権限から離れて独自の権限があるかのように誤解されるから､ この言葉を避けて生徒会と
呼ぶほうが良いと思われる｣ と付記されるほど､ 新しい学校現場での取り組みは進んでおり､ 民主主義
的なルールを踏みながら自分達の新しい学校づくりが精力的に行われていたのである｡ 生徒は自治の何
たるかを充分わきまえており､ ｢誤解｣ は､ このようなエネルギーにたじろぐ行政の側にこそあったと
いえよう｡
② 教育政策の転換と政治情勢の変化
１) 学習指導要領の転換
学習指導要領に大きな変化が現れたのは､ 中学校1958年版､ 高等学校1960年版の改訂時である｡ これ
までの指導要領は ｢試案｣ の文字が付され､ 読み応えのある詳しい内容であったが､ あくまでひとつの
モデルの提示であり､ これを押しつけようとするものではなかった｡ ところが'58年改訂では官報告示
として出され､ 試案の文字が消えた｡ これは一種の法的性格を持つものになったことを意味しているの
である10)｡
この改訂で教育課程の構成は ｢各教科｣ ｢道徳｣ (中学校のみ) ｢特別教育活動｣ ｢学校行事等｣ となり､
中学校では週１時間の道徳の時間が特設された｡ 特設時間こそ設けられなかったが､ 高校版でも ｢学校
における道徳教育は､ 本来学校の教育活動全体を通じて行うことを基本とする｡ したがって､ 各教科・
科目､ 特別教育活動及び学校行事などのあらゆる機会に､ 下記の目標にしたがって､ 道徳教育を高める
指導が行われなければならない｡｣ と記し､ その目標を
｢道徳教育は､ 教育基本法及び学校教育法に定められた根本精神に基づく｡ すなわち､ 人間尊重の精
神を一貫して失わず､ その精神を家庭､ 学校その他各自がその一員であるそれぞれの社会の具体的な生
活の中に生かし､ 個性豊かな文化の創造､ 民主的な国家及び社会の発展に努め､ 進んで平和的な国際社
会に貢献できる日本人を育成することを目標とする11)｡｣ と､ 設定した｡
特別活動に関しては中学・高校共に生徒会活動・クラブ活動､ 学級 (高校ではホームルーム) 活動に
分けられ､ 全体を貫く目標として ｢生徒の自発的・自治的な活動を通して楽しく規律正しい学校生活を
築き､ 自主的な生活態度や公民としての資質を育てる｣ こととしているが､ 指導上の留意事項として
｢特別活動においては､ 生徒の自発的活動を助長することがたてまえであるが､ 常に教師の適切な指導
が必要である｣ と付記されている｡ 教師の指導性の強化は改定指導要領全体を貫く特徴でもあった｡ 高
等学校学習指導要領では ｢特別教育活動および学校行事等｣ が一つにまとめられ､ ｢学校行事｣ が独立
した形で登場した｡ その目標には ｢学校行事等は､ 各教科・科目及び特別教育活動のほかに､ これらと
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あいまって高等学校教育の目標を達成するために､ 学校が計画し実施する教育活動とし､ 生徒の心身の
健康な発達を図り､ あわせて学校生活の充実・発展に資する｡ (下線筆者)｣ と述べられ､ ｢学校行事等
においては儀式､ 学芸的行事､ 保健体育的な行事､ 遠足､ 修学旅行､ その他上記の目標を達成する教育
活動を適宜行う｣ ことを内容としている｡ この項の ｢指導計画の作成および指導上の留意点｣ に ｢儀式
を行う場合には､ それぞれの儀式の趣旨に沿うように配慮することが必要である｡ なお､ 国民の祝日な
どにおいて儀式などを行う場合には､ 生徒に対してこれらの祝日などの意義を理解させるとともに､ 国
旗を掲揚し､ 君が代をせい唱させることが望ましい｣ の文章がはじめて登場したのである｡ (｢国民の祝
日｣ は休日とすると定められているので､ もともと矛盾した実行不可能な指示であったが)｡
高等学校における ｢特別教育活動｣ の目標は ｢生徒の自発的な活動を通して､ 個性の伸長を図り､ 民
主的な生活のあり方を身につけさせ､ 人間としての望ましい態度を養う｣ と掲げ､ 個々の目標を､
ホームルーム
 人間として望ましい生き方を自覚させるとともに､ 民主的な人間関係を育てる｡
 生活を楽しく豊かなものにするとともに､ 日常生活における自立的な態度を養う｡
 心身の健康の助長を図るとともに､ 自主的に進路を選択する能力を養う｡
生徒会活動
 学校生活を楽しく規律正しいものにし､ 良い校風を作る態度を養う｡
 学校生活における集団の活動に積極的に参加し､ 民主的に行動する態度を養う｡
 学校生活において自治的な能力を養うとともに､ 公民としての資質を向上させる｡
クラブ活動
 健全な趣味や豊かな教養を養い､ 個性の伸張を図る｡
 心身の健康を助長し､ 余暇を活用する態度を養う｡
 自主性を育てるとともに､ 集団において協力していく態度を養う｡
としている｡ 自主性・自発性などの言葉が残っているものの､ ｢とともに｣ に続く内容は､ 集団のなか
の一員としての自覚､ ｢態度を養う｣ という徳目的目標が中心になっており､ ｢自主性を促し､ 民主的生
活の方法を学ぶ｣ という草創期の目標とは違った性格を持ってきていることが伺える｡ この性格は基本
的には今日にまでつながるものであり､ そうした意味でも戦後学習指導要領の大きな転換点であったと
いえよう｡
なぜこの時期に学習指導要領が大きく転換したのであろうか｡ 改訂を準備した1950年代は政治的にも
大きな変動を遂げた時期であった｡ この問題を考察するにあたり､ 改訂を促したこの時期の政治的情勢
に目を向けてみたい｡
２) 政治情勢の変化
1940年代後半､ 東アジアの情勢は大きく変動した｡ 朝鮮では金日成・李承晩､ 中国では毛沢東・蒋介
石､ ベトナムではホーチミン・ゴジンジエムの両勢力が対立し､ 前者が勢力を次第に拡大しつつあった｡
中華民国政府の蒋介石が台湾に追われて､ 1949年に中華人民共和国が成立したことはとりわけ大きな衝
撃をアメリカに与えた｡ さらに､ 1950年にはじまる朝鮮戦争への介入失敗はアメリカの対日政策を変え
ることにもなった｡ 1953年５月､ 米国防省極東担当国務次官補ロバートソンは､ 自由党政務調査会長池
田勇人との間の会談で日本の防衛力増強と自国を愛する若者の育成を期待する発言をしている｡ このと
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き池田は､ 米側の保安隊30万人増強の要求に対して18万人の増強にとどめたが､ ｢日本人が一般に､ 自
分の国は自分で守るという基本概念を徐々に持つように､ 日本政府は啓蒙する必要がある｣ との認識を
米側に表明している12)｡
この会談をふまえて､ 翌'54年３月には ｢日本国の政治及び経済の安定と矛盾しない範囲で､ その人
力､ 資源､ 施設及び一般的経済条件の許す自国の防衛力及び自由世界の防衛力の発展及び維持に寄与し｣
との条文を含むMSA協定 (日米間の相互援助協定) が結ばれた｡ 次いで６月､ 保安隊が改組増強され
て陸・海・空３軍を備えた自衛隊が発足､ (自衛隊法)､ 防衛庁設置法とともに防衛二法と呼ばれた｡ 教
育公務員の政治活動を一切禁止する ｢公務員特例法の一部を改正する法律案｣ ｢義務教育諸学校におけ
る教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法｣ のいわゆる教育二法が成立したのもこの時であった｡
2006年12月､ 教育基本法改定と防衛庁の省格上げが同時に行われたのも､ 当時と同じく両者が密接不
可分の関係にあることを象徴しているかのようである｡ 教育二法について､ 時の文部大臣大達茂雄は､
衆議院文部委員会で提案理由を次のように述べている｡
この法律案の所期するところは､ 義務教育諸学校において教育基本法の期待するような正しい政
治教育が行われることを保障するにあります｡ すなわち､ 第１条に規定しておりますように､ この
法律は教育基本法の精神に基づき､ 高等教育諸学校における教育を党派的勢力の不当な影響または
支配から守り､ もって義務教育の政治的中立を確保するとともに､ これに従事する教育職員の自主
性を擁護することを目的とするものであります13)｡
｢政治的中立の確保｣ とは時の政権政党にとって容認しうる党派の思想であり､ ｢中立｣ の基準が極
めて恣意的であることがうかがわれる｡ 1955年､ 日本民主党が ｢憂うべき教科書問題｣ を取り上げ､ 翌
56年に教科書調査官制度を設けたのも同じ路線上にある教育政策であった｡ 1956年の教育委員任命制､
愛媛県にはじまる教員の勤務評定制度の導入は全国を巻き込む反対運動の波を引き起こし､ 続く安保改
定反対の国民運動に引き継がれていくのである｡
③ ｢自主性・自発性の尊重｣ から ｢集団の規律・責任の重視｣ へ
中学校1969年､ 高等学校1970年の改訂では､ 中学校教育課程が各教科､ 道徳教育､ 特別活動 (生徒活
動､ 学校行事､ 学級指導) となり､ 特別教育活動は学校行事と統合して ｢特別活動｣ となった｡ また､
高等学校では各教科､ 各教科以外の教育活動となり､ 後者がホームルーム活動､ 生徒会活動､ クラブ活
動､ 学校行事に分けられた｡
この結果､ 中学校の特別教育活動にみられた目標は､ 旧指導要領の ｢生徒の自発的な活動を通して､
個性の伸長を図り､ 民主的な生活のあり方を身につけさせ､ 人間としての望ましい態度を養う｣ から
｢教師と生徒及び生徒相互の人間的な接触を基盤とし､ 望ましい集団活動を通して豊かな充実した学校
生活を経験させ､ もって人格の調和的な発達を図り､ 健全な社会生活を営む上に必要な資質の基盤を養
う｣ と変わり､ ｢自発的｣ ｢個性｣ ｢民主的｣ という言葉は見られなくなった｡ ｢自発的｣ ｢自治的な活動｣
という言葉は生徒会活動の内容にのみ残されたのである14)｡
高校においては目標に ｢自主的｣ ｢民主的｣ の言葉が残されているものの､ ｢自律｣ や ｢国家の形成者
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としての資質｣ が要求され､ 目標達成のためにとして人間として相互に尊重し合い､ 友情を深めると
ともに､ 集団の規律を遵守し､ 責任を重んじ､ 努力して共同生活の充実発展に尽くす態度を養う｡ 広
く考え､ 公正に判断し､ 誠実に実践する態度を養うとともに､ 公民としての資質､ 特に社会連帯の精神
と自治的な能力の伸長を図る｡ 心身の健康を増進し､ 個性を伸長するとともに､ 人間としての望まし
い生き方を自覚させ､ 将来の生活において自己を実現する能力を養う｡ 健全な趣味や豊かな情操を育
て､ 余暇を活用する態度を養うとともに､ 勤労を尊重する精神の確立を図る｡ の４項目が挙げられてい
る｡ ここでも集団の規律､ 責任､ 共同生活の充実､ 勤労の尊重など共同体の一員としての生き方・態度
が重要視されている｡ 特にクラブ活動については ｢内容の取り扱い｣ で ｢全生徒がいずれかのクラブに
所属すること｣ と定められ､ 全員参加が義務づけられて､ 授業時間に組み込まれた15)｡ これについては､
義務化はクラブ活動本来の趣旨になじまないこと､ 教科学習の時間確保に支障をきたすとの理由で､ 当
初から学校現場からは多くの反対論が出されていたのである｡
次期1977年 (中)､ 78年 (高) 改訂では目標や基本的内容に大きな変化がなかったものの､ 特別活動
の ｢指導計画の作成と内容｣ では担当教師の役割が学級会活動及び学級指導 (高校は学級をホームルー
ムと表記＝以下同様) については､ 主として学級ごとに､ 学級担任の教師が指導することを原則とし､
取り上げる内容によっては､ 他の教師の協力を得ること｡ 生徒会活動､ クラブ活動及び学校行事につ
いては､ 全教師の協力により適切に指導すること｡ と､ 中・高ともに教師の指導性が強調され､ 高校版
では ｢勤労にかかわる体験的な学習の機会を出来るだけ取り入れること｣ が記され､ ｢各教科以外の活
動｣ の表記が中学校と同じ ｢特別活動｣ に改められた｡ また､ 中・高ともに ｢君が代｣ の表記が ｢国歌｣
と変えられた｡ 指導要領を作成した教育課程審議会の委員も知らないなかでの､ 中間発表直前の表記変
更であった16)｡
1960年代末から1970年代にかけては､ 東京を中心に ｢高校紛争｣ が起こり､ ｢受験体制打破｣ ｢教育課
程の改善｣ ｢服装の自由化｣ などをスローガンに生徒集会や学校封鎖などがおこなわれた｡ 中学校では
｢新幹線授業｣ とも呼ばれた進度の早い詰め込み教育で多くの ｢落ちこぼし｣ が生まれ､ 中学卒業生の
進学希望者数に高校入学定員が追いつかず ｢中学浪人｣ を生み出す事態も生じていた｡ このような状況
が校内暴力・暴走族の流行を生み､ 学校・教師による生徒の管理強化を容認する指導要領の出現をもた
らしたものと考えられる｡ ｢ゆとりの時間｣ が特設されたものの､ 教科時間の削減はかえって教科内容
の消化不良を起こす結果ともなったのである｡
④ ｢クラブ活動｣ の消滅とボランティア活動の強調
つづく1989年の改訂では特別活動が学級活動 (高校はホームルーム活動)・生徒会活動・クラブ活動・
学校行事に分けられ､ 70年 (高校) 改訂で全員必修を義務づけられたクラブ活動 (いわゆる必修クラブ)
は一般のクラブ活動 (いわゆる部活) での代替が認められるようになった｡ ｢クラブ活動については､
学校や生徒の実態に応じて実施の形態や方法などを適切に工夫するよう配慮するものとする｡ なお部活
動に参加する生徒については､ 当該部活動への参加によりクラブ活動を履修した場合と同様の成果があ
ると認められるときは､ 部活動への参加をもってクラブ活動の一部または全部の履修に替えることがで
きるものとする｣ という扱いであった｡ 一方では ｢クラブ活動に充てる授業時数は､ クラブ活動のねら
いの達成のために必要な時間が確保されるよう､ 学校の実態などを考慮して適切に定めること｣ と配慮
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事項が記されており､ 従来の時間枠は幅を持たせつつなお存続していることが前提になっている｡ しか
し､ 前述のごとく必修のクラブ活動は生徒や現場教師の必要から設けられたものではなく､ かえって
｢お荷物｣ 的存在になることは当初から予測されたことであった｡ 部活動に参加しない生徒のために一
時間枠が設置されるはずもない｡ 部活動に関心のない生徒は ｢帰宅部｣ などと称され､ 実質的に活動し
ない生徒も存在した｡ このときすでに効果のない必修クラブ活動の時間は消滅したものと考えられ､
｢みなし履修｣ が行われていたのである｡ 部活動への代替認可は文部省の失敗を糊塗する単なる言い訳
であり､ 当初から実態とかけ離れたものであったと言えよう｡
このときの改訂で学校行事に ｢勤労生産・奉仕的行事｣ が組み込まれ､ クラブ活動の内容にも ｢生産
的または奉仕的活動｣ が加えられた (クラブ活動は本来自発的・自主的な活動であり､ 学校が特定の活
動を促すものではないはずだが)｡ 学校行事の ｢指導計画の作成と内容の取り扱い｣ では ｢指導するこ
とが望ましい｣ とされていた国旗・国歌の取り扱いが ｢入学式・卒業式などにおいては､ その意義をふ
まえ､ 国旗を掲揚するとともに国歌を斉唱するものとする｣ と書き換えられ､ 以後､ 法的拘束力を持つ
ものとして各都道府県教育委員会の強力な指導が行われるようになった｡
学校行事の内容が ｢全体若しくは学年又はそれらに準ずる集団を単位として､ 学校生活に秩序と変化
を与え､ 集団への所属感を深め､ 学校生活の充実と発展に資する体験的活動を行うこと｣ と記されたよ
うに､ 集団への帰属意識が強調されているのである｡ 入学式・卒業式における国旗・国歌強制はそのた
めの体験的学習ということになるのであろうか｡
現行指導要領は1998年に告示されたものである｡ ｢総合的学習の時間｣ が新たに設けられ､ ｢特別活動｣
から ｢クラブ活動｣ ｢部活動｣ が削除されてしまった｡ いったんは必修化され､ 後にはそのクラブ活動
を吸収したはずの部活動についての記述までもが突然消滅してしまったのである｡ 1989年の改訂に委員
として加わった笈川達男は､ 当時の様子を ｢この代替容認の規定を根拠に次回の改定でこのクラブ活動
が消え去ることになったのであるが､ このときは誰も知らず､ 時間割における位置づけ､ 教員の担当や
予算の配分などに苦慮していたのである｣ と述懐している17)｡ ｢君が代｣ の ｢国歌｣ 書き換え同様､ 学
習指導要領が作成の主体である教育課程委員会委員の手の及ばぬところで企画・推進され､ 政治家の圧
力によって改変されているひとつの事例であろう｡ 現行指導要領改訂の趣旨､ 要点についてはすでに
｢１､ 現行学習指導要領の改訂｣ で述べたところである｡
５､ 教育改革の底流にあるもの
戦後学習指導要領の変遷をみると､ 特別活動の意義付けが発足時の自発性・自主性を重んじて集団生
活の中で個性の伸長を図ろうとする目標から､ 集団生活への協調によって帰属意識を高め､ 奉仕精神を
涵養することを目指すものに変わってきていることが読み取れる｡ それは､ 生徒の変化に対応する対症
療法的な政策であるとともに､ 実際はより長期的展望のもとにつくりあげられた国家のための国民育成
策であるといえよう｡ 荒廃したといわれる子供の現象は､ 企業優先の経済政策の落とし子であり､ 校内
暴力にせよ､ いじめの問題にせよ､ 国家的課題を優先した子供不在の教育政策がもたらした結果である
とも考えられる18)｡
高度経済成長時代以降､ 高校進学率は急上昇し､ 高等学校はもはや教科に関する勉強をしたいがため
に進学する場所ではなくなった｡ 義務教育同様､ 卒業していなければ社会的に認知されないからという
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消極的な理由でやむなく進学する生徒も少なくない｡ そのような生徒にとっても､ また勉強に追いたて
られて疲れを感じた生徒にとってもクラブ活動や学校行事は人間的成長をうながす場であるとともに､
息抜きの場所であり､ アジールともなった｡ 従来とは異なる意味での特別活動の意義・役割が加わって
きたのである｡
1990年代にはいってバブルが崩壊して経済成長に翳りが出始めた日本は､ ｢小さな政府｣ を指向する
構造改革の名のもとに教育・福祉の予算削減政策に乗り出した｡ 教育予算の多くを占めているのは人件
費である｡ 週５日制の導入に伴い､ 教科の時間はますます不足するようになった｡ 勢い学校行事に費や
す時間の削減を検討せざるを得ない状況が生じたのである｡ 21世紀の学校教育に期待されているものは
｢心の教育｣ ｢ゆとりの教育｣ とは裏腹に､ 国際的な競争社会に打ち勝つ人間をどうつくるかであり､ 目
前の高校や大学の入試に如何に実績を上げるかが教育の成果を示す指標と考えられるようになった｡ 人
間的な思いやりのある子供を育てる教育をと道徳教育をかかげても､ 一方で進行する市場原理・競争原
理を導入しようとする新自由主義的教育改革は､ 建前と実態の格差をますます広げるばかりであろう｡
新自由主義的改革はサッチャー・レーガン時代の英米に導入されたものであったが､ いまや矛盾が表わ
れて反省をせまられているのが実情である｡ にもかかわらず日本があえて導入しようとするのは何故で
あろうか｡
1995年４月に発表された経済同友会の ｢学校から合校へ｣ への提言は､ 学校の役割を国語や数学を中
心とする基礎・基本の学力充実におき､ 自主性を育てる特別活動など教科外の活動は学校教育から切り
離して家庭・地域の中で行うべきものであると主張している｡ また一方では､ 中高一貫校を設けて大学
に直結するエリート養成の役割を持たせようとする ｢新しい学校観・学力観｣ に基づくものであった｡
学校・家庭・地域が知育・徳育・体育の機能をそれぞれ分担して ｢合校｣ とし､ 学校の機能縮小､ スリ
ム化を図ろうとしたものである｡ ｢小さな政府｣ づくりとあいまった ｢安あがり教育｣ への期待でもあ
る｡ ｢財界は､ 子供たちが学校というものに魅力を感じている部分は､ 学校が負担しなくてもいいこと
だ｡ そういうものを負担しているために､ 学校は教師の人数も多ければ施設もでかくなっている｡ そう
いうものを地域や家庭に返してしまえ｡ そして地域や家庭は勝手に自分たちのお金でもってそういうも
のをやればいいんだ｡ こういう考え方なんです19)｣ という分析は､ 学習指導要領からクラブ活動､ 部活
動が消滅した理由を端的に示しているといえよう｡
財界からの教育改革要求は21世紀にはいるとますます活発におこなわれ､ 教育基本法改定にまで強い
発言力を及ぼすに至っている｡ 2005年､ 日本経済団体連合会は今後の学校教育に求める提言を発表した
が､ それはとりもなおさず教育基本法の改定を念頭に置いたものであった｡ この提言は政権政党と密接
に結びついた団体の性質上､ 教育政策に与える影響はきわめて強いものであったろう｡ 今回の教育基本
法改定で ｢教育は不当な支配に服することなく､ この法律及び他の法律の定めるところにより行われる
べきものであり､ ……公正かつ適正に行われなければならない20)｣ の条文から ｢不当な支配に服するこ
となく｣ の一文を削除したのも､ 行政が ｢正当｣ とする勢力の教育関与に道を開くことを前提にしてい
るためであろうか｡ 政治権力の介入を防ぐべくこの事項が書き込まれたことの意味はまったく顧慮され
ていない｡
提言は ｢はじめに｣ の項で ｢21世紀は､ 創造的な製品やサービス､ アイディアを不断に供給しなけれ
ば､ 競争力を維持し､ 向上することが出来ない時代｣ であって､ ｢画一的な人材を供給する今までの教
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育ではもはや対応できない｡ 均質的な人材を育成する教育から､ 個人の個性や能力を最大限に伸ばす､
多様性を重視した教育に転換しなければならない｣ としている21)｡
先の経済同友会の提言が習熟度別学習を基本に据え､ 早期より能力別のコースを歩ませようとする発
想と同じである｡ 日本が Japan as No 1 と言われた頃､ その原因が日本の均質的教育にあり､ 国民全
体の学力水準の高さにあると評価された面影はすでに消え失せている｡
また､ ｢戦後から最近に至るまで､ 学校教育現場では日本の伝統や文化・歴史を教えることを通じて､
郷土や国を誇りに思う気持ち (国を愛しむ気持ち) を自然に育んでこなかった｣ とし､ ｢個人の権利や
自由の尊さを浸透させてきたことは戦後教育の成果と評価できるが､ 反面､ 権利には責任と義務が伴う
という点を教育現場で教えることは徹底されず､ 公共の精神の涵養は不十分であった｣ として､ 日本の
伝統や文化､ 歴史に関する教育､ 社会の構成員としての責任と義務に関する教育の強化を求めている｡
一方､ ｢教育の質を向上させるためには､ 新規参入者を増やし､ 学校間の競争を促進しなければならな
い｡ ……また､ 私立学校のみならず､ 株式会社立学校やNPO立学校など､ 多様な主体による学校設置
も認める必要がある｡ さらに公立学校の運営を学校法人だけでなく､ 株式会社やNPOに委託する公設
民営の手法も活用していくべきである｣ とも提言している｡ 教育が新たな市場として注目され､ 投資の
対象になっているのである｡ ビッグビジネスとして投資家がより多くの利益をあげる為の学校間の競争
は教師間の競争を生み､ さらに生徒間の競争をあおっていくことになるだろう｡ ここには選挙における
票集めを目的とした利益誘導政治が地域の人心を荒廃させ､ 経済効率優先の企業社会が国土のみならず
地球をも破壊してきたことの反省が微塵も見られない｡
このような現代社会にあって財界が求める学校の役割は､ おのずと明らかである｡ 膨大な教員のエネ
ルギーと広大な用地・施設を必要とするクラブ活動は ｢新しい学校｣ にあっては無用の長物であり､ 文
化祭・体育祭・遠足など受験教科の学習に支障をきたす学校行事も地域・家庭にゆだねたいところであ
ろう｡ 先に述べた経済同友会が主張する ｢合校｣ の発想に他ならない｡ 特別活動に寄せる期待は､ 集団
生活を通じてのアイデンティティの確立であり､ 社会に奉仕する精神の涵養であり､ 日本国民としての
自覚と義務の遂行ならびに愛国心であろう｡ 戦後60年を経て教育基本法が改定されたごとく､ 特別活動
もまた自由・自治の精神を培う場としての役割を終え､ 新たな国家的使命を帯びて質的転換を遂げてい
るといえよう｡ それは学校教育の役割を改めて問い直すことになるのではないだろうか｡
おわりに
学習指導要領における特別活動の位置づけを歴史的に分析して考えられることは､ 指導要領が学校現
場の実情に基づいた教育的論理・子供の論理によるものではなく､ 時の政治的要請や財界からの要望に
基づいて作成されているということである｡ 臨時教育審議会の度重なる答申はそうした観点で行われて
おり､ 今日に至る学習指導要領作成に大きな影響を与えてきた｡ 第２次世界大戦以前､ 大日本帝国憲法・
教育勅語体制化における公教育は､ 大正デモクラシーの一時期を除き一貫して皇国臣民育成のためのも
のであった｡ その傾向は国史・地理・修身など教科書の ｢墨塗り｣ をおこなった教科だけでなく､ 学校
行事としての儀式の場､ 学芸会､ 運動会､ 修学旅行などにも顕著に現れていた22)｡
戦後その反省の上に特別活動は生徒の自主性・自発性を重んじ､ 育成する教科外の活動として教科と
同格の位置を占め､ 教師は背後で支援する役割を担う存在となったはずである｡ ｢自治｣ という名称は
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行政からは避けられたといえ､ 生徒の側では好んで用いられ､ 特別活動は民主主義を体験的に会得する
貴重な存在であった｡ 教師・生徒間､ 生徒相互間の関係にも信頼関係に基づく､ より人間的な結びつき
が生まれたのである｡ こうした関係は今なお続いているといえよう｡ 特別活動は学校生活に潤いを与え､
人間関係を豊かにするものとして重要な意味を持っている｡ 立正大学 ｢特別活動論｣ 受講生 (３年) の
次の文章は､ その果たしている役割を端的に示している｡
私の高校ではクラス替えがなかったので､ ３年間一緒だったのですが､ そのせいもありとても仲
が良く､ 大切な仲間でした｡ それは今も代わらず､ 大学生になった今でも時々集まり､ 顔を合わせ
ています｡ なかには一生付き合っていくであろう友達もいるので､ 私にとって HRの仲間はかけ
がえのないものです. HRの仲間であるという団結もあり､ 文化祭や体育祭もみな団結して作り上
げていた気がします｡ (後略)
(部活動は＝筆者注) 私はとても意味のあるものだと思う｡ 私自身､ 部活動から多くのものを得
てきた｡ 技術面における向上もそうだけど､ 一番はやはり精神面の向上だ｡ 集団活動､ 上下関係､
規律など､ 他の活動とは異なる点がいくつも存在する｡ 部活動からしか学べないことも多くあると
思う｡ 学校教育は多くが集団生活・行動から成り立っているのだけれども､ 集団においての自分の
役割が最も強く感じる､ 考えることが出来るのが部活動だと思う｡ (後略)
すでに述べたごとく､ 学習指導要領は1950年代の日米関係の変化 (アメリカの対日政策の転換)､
1970年代の経済大国維持のための詰め込み教育､ 1990年代以後の情報化､ グローバル化社会に対応でき
る人材の育成という政治課題､ 経済課題を負う中で変化し､ 特別活動の位置づけも変わった｡ かつて文
部省が学習指導要領改訂の理由としてきた､ また今日文部科学省が教育基本法改正の理由としている児
童・生徒の荒廃状況は､ むしろ学習指導要領改訂に伴う矛盾の表れとして生じた現象とも考えられる｡
学習指導要領改訂に伴う問題は､ 多く社会科など教科活動の分野で取り上げられてきており､ 特別活
動については儀式の場における国旗・国歌の問題以外さほど重視されてこなかったといえよう｡ それは､
先の学生の一文にも見られるごとく､ 自主的活動を原則とすることが伝統的におこなわれてきた結果で
あるのかもしれない｡ だが､ 特別活動の位置づけの変化は部活動の母体となる生徒会の自主的運営を脅
かす事態ともなっている｡ 教師の側から生徒会の自主的活動を促し､ 活発化させようとする指導は徐々
に薄れ､ 学習指導要領の目標の変化に呼応するかのごとく､ 学校の御用機関と化しつつある｡ こうした
状況の中で生徒会活動に積極的にかかわろうとする生徒も減少し､ 一般生徒の関心もなくなっている｡
中学校では推薦入学の資格を得るために生徒会活動やボランティア活動を行うものもいるが､ 生徒会に
関心を持っている生徒もその実態を知るに及んで高校では敬遠する傾向がある｡ 一般生徒の中にも生徒
会全体に対する不信感が存在しているのである｡
一方､ 学校教育の場への市場原理の導入は ｢心の教育｣ とは裏腹に､ ますます子供たちの心の荒廃を
引き起こし､ 受験勉強一筋の ｢エリート校｣ 生徒と進学コースからはずされた ｢非エリート校｣ 生徒に
分化し､ 双方に新たな問題を生じさせることになるだろう｡
携帯電話が便利になればなるほど人間間係は無機質化し､ 感情のこもった心のつながりは希薄になっ
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て､ 不安感のみ増長させる社会になっていくに違いない｡ 競争原理の導入された学校社会はこうした生
徒を救いうる場にはなり得ない｡ ますますストレスをためる要因となり､ 凶悪な犯罪やイジメ・虐待を
引き起こす場ともなっていくだろう｡ そうした社会にあって､ 部活動や文化祭・体育祭などを地域の社
会活動にゆだねても､ それは従来の学校における特別活動にとって代わるものにはなり得ない｡ 学校と
いう組織のなかでこそ達成できる独自の目標や内容があることは草創期の学習指導要領がすでに指摘し
ていたはずである｡ 学習指導要領における特別活動の位置づけの変化は学校教育のみならず社会全体の
あり方を問うものになっている｡ 近く改訂されるであろう学習指導要領の内容に注意と関心を促して本
稿の ｢まとめ｣ としたい｡
注
１) 儀式的行事､ 学芸的行事､ 健康安全・体育的行事､ 旅行・集団宿泊的行事､ 勤労生産・奉仕的行事
を指す｡ (中学校学習指導要領 第４章特別活動 第２内容)
２) ｢クラブ活動については､ それとほぼ同じ特質や意義を持つ教育活動として､ 放課後等における部
活動が従来から広く行われていた｡ 前回の改定では､ 部活動の参加をもってクラブ活動の履修に替え
ることが出来ることが示されたが､ それを受けて多くの学校では部活動によるクラブ活動の代替が行
われてきた｡ また一方､ 地域の青少年団体やスポーツクラブなどに参加し､ 活動する生徒も増えつつ
ある｡ こうした状況を踏まえて､ 今回の改訂において､ 特別活動の内容構成を見直し､ クラブ活動に
ついては廃止することにした｣ と記されている｡
３) 『中学校学習指導要領解説 特別活動編』 文部省 平成11年９月 ｢改訂の経緯｣ および ｢特別活
動の性格および指導の重点の明確化｣
４) 前著 ｢特別活動の性格および指導の重点の明確化｣
５) 前著 ｢中学校学習指導要領 第４章特別活動 第３指導計画の作成と内容の取扱い｣
６) 未履修科目の中心であった ｢世界史｣ は､ 教育課程審議会高校分科会の委員の大半の意見を無視し
ての突然の必修化であった｡ このとき同時に社会科が解体されて地理・歴史科と公民科になったが､
これには当時の中曽根康弘首相はじめ自民党文教族議員の動向が影響を与えていたとされる｡ (1987
年11月14日 ｢朝日新聞｣)
７) 『中学校学習指導要領』 昭和26年
８) 都立小石川高等学校編 『立志・開拓・創造ー五中・小石川高の70年』 1988年
９) 都立戸山高校編 『府立四中・都立戸山高 百年史』 1988年
10) 1976年､ いわゆる ｢旭川学テ訴訟｣ で最高裁は学習指導要領の法的拘束性を大綱的基準の範囲にお
いて認めた｡ (田中二郎ほか編 『戦後政治裁判史録３』 第一法規 1980年)
11) 『高等学校学習指導要領 総則』 第２節 第７款
12) 1953年10月19日 ｢日本側覚書｣ (塩田庄兵衛・藤原彰ほか編 『戦後史資料集』 新日本出版社 1984
年)
13) 1954年２月26日 『官報』 号外 (浪本勝年ほか編 ｢ハンディ教育六法｣ 北樹出版 2006年)
14) 文部省 『中学校学習指導要領』 第４章特別活動 第１目標
15) 文部省 『高等学校学習指導要領』 第３章各教科以外の教育活動
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16) この突然の表記変更については､ 三原朝雄防衛庁長官 (当時) が､ 自分の申し入れで変更を実現さ
せたことを表明している｡ (歴史教育者協議会編 『新版 日の丸・君が代・天皇・神話』 地歴社
1990年)
17) 笈川達男監修 『新編特別活動の理論と実践』 実教出版 2000年
18) 経済成長を急ぐ教育内容の低学年移項が ｢落ちこぼし｣ を生み､ 校内暴力や暴走族などの要因となっ
た｡ 彼らに対する ｢力｣ による制圧は暴力を陰湿化させ､ ｢いじめ｣ や ｢家庭内暴力｣ などの要因に
なったといえよう｡
19) 渡辺治 ｢90年代教育改革はなぜおこったのか｣ (『歴史地理教育』 No592 1999年)
20) 教育基本法第16条 １項
21) 日本経済団体連合会 ｢これからの教育の多様性に関する提言｣ 2005年１月18日
22) 今野敏彦 『｢昭和｣ の学校行事』 日本図書センター 1989年
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